
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

建築電気設備分野 中村 秀親 

関東学院大学 大沢記念建築設備工学研究所  

１．研究室概要 
建築電気設備の役割は、建築物の快適性、機能性、安全性、環境性（省エネ）を達

成するために適切なシステムを構築することにあり、そのシステムは多岐にわたる。

これらの電気設備が安全で信頼性の高いシステムとして機能するために、接地設備

は必要不可欠なものである。本研究室では、電気設備の安全の根本であり、高度情

報化社会の電気設備に対し重要となる接地設備に関する研究を実施している。 

電位上昇に伴う人への危険

は、感電による死傷事故があ

り、電気機器に対しては損傷、

ノイズ発生、誤動作などの障害

がある。 

接地設備は、接地（Earth／Grounding）を必要とする電気設
備機器、接地電流を流すための接地線、接地極で構成される。

接地とは、電気・通信設備機器を大地と電気的に接続すること

であり、接続するためのターミナルが接地極である。 
 

接地には、人および電気設備の安全を確保するための保安用接地と、通

信設備機器の基準電位（ゼロ電位）を確保するための機能用接地の 2 つ

の機能がある。これら目的の異なる接地に対し、両方が十分に機能する

接地システムを構築することが電気設備にとって重要な役目を果たす。 

３．研究テーマ 「戸建住宅基礎の代用接地極に関する研究」 

① 等価表面積置換法による住宅基礎の接地抵抗の推定 
等価表面積置換法とは、接地抵抗が電極の表面積に依存するという考えから任意形状の電極の表面積を計算し、 
それと等価な表面積をもつ半球状電極に置換して接地抵抗を計算する方法である。 

② 形状係数法による住宅基礎の接地抵抗の推定 
解析解や理論式のない複雑な形状の接地極の接地抵抗を推定する方法として、接地極の形状を考慮した形状係数法がある。 
スケールモデル電極を使用した接地シミュレーションにより形状係数 Kを決定し、接地抵抗を計算する方法である。 

情報通信機器万能の時代にあり、住宅の家電機器も通信機能を備えたデジタル機器が増加し、

インターネットを利用した遠隔操作・管理が実現している。また、電力供給の効率化の動きか

ら、戸建住宅においてはスマートハウスの建築が今後急速に進むものと考えられる。この背景

から、住宅における電気設備の安全性、安定な稼働を確保するための接地設備が重要となる。 
 

大規模建築において地下構造体を利用した構造体接地の手法は、統合接地システムを構築することで信頼性の高

い接地システムとして広く実用化されている。戸建住宅基礎も大きな表面積で大地と接触しており、接地極とし

て代用することで信頼性の高い接地システムを構築できるものと考えられる。住宅基礎の接地効果を検証するた

め、住宅基礎の接地抵抗の推定を各手法により実施した。 

住宅基礎の地表下部分の接地効果を下記の 2パターン
について検証する。 
① 外側面と底面の面積 
② 大地接触面全面（①＋内側面） 

実際に施工された住宅基礎モデルA～Jの
10種類について、等価表面積置換法を用
いて接地抵抗の計算を行う。 
（大地抵抗率は 1.0Ω・mとする） 

戸建住宅基礎の代用接地極の概念 

等価表面積置換法で用いた 10種類の住宅基礎形状について、縮尺の異なる複
数種類のスケールモデル電極を作成し、上記、水槽モデル実験装置を用いて

各モデル電極の接地抵抗を測定する。 
測定結果から形状係数 Kを算出し、住宅基礎の接地抵抗の計算を行う。 

等価表面積置換法と形状係数法で推定し

た接地抵抗を比較した結果、接地効果は基

礎の外側面と底面のみに期待できると考

えられる。 

通信設備機器に対しては接地

システムの電位の変動が信号

系統にノイズとして混入し、大

きな障害を及ぼすことがある。 

２．接地設備の概要 

接地極が大地との間に電気的

抵抗、いわゆる接地抵抗をも

つため、地絡電流によって電

位上昇が発生し様々な障害を

引き起こす。 

住宅基礎平面（ﾀｲﾌﾟ B） 

② 

① 
等価表面積置換法 

形状係数法（水槽モデル実験） 
 

等価表面積置換法による接地抵抗推定 

住宅基礎断面（布基礎） 


